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資料紹介
ドイツの企業経営と「ドイツ企業史コレクシヨン」
大橋昭一
である。 ドイツでは、合名会社や合資会社などの人
的会社は法人格がなく、 日本でいえば個人企業や組
合にあたる。税法上の扱いも、法人企業（資本的会
社）である株式会社や有限会社と異なる。そこで、
有限合資会社(GmbH&CoKG)のように、有限
会社における出資者の有限責任制を維持しつつ合資
会社として作り直し、税法上有利な扱いをうけよう
とするものが考案されている。
経営者の行動では、株式会社取締役に対する法律
上の義務規定が日本とドイツではかなり違うことが
注目される。 日本では取締役は、法令、定款、株主
総会決議を守り、会社のために忠実に職務を遂行す
ることになっているが（商法254条の3）、 これに相
当するドイツの規定では、 「取締役は自己の責任に
おいて会社を指揮しなければならない」 （株式法76
条） となっており、後述の経営共同体思想もあって、
社会全体や従業員のことも考えて経営を行うという
伝統がある。
ドイツ企業の経営面での特徴としては、労働者・
労働組合による広範な経営参加・共同決定がやはり
あげられなければならない。 この点でのドイツの特
徴は、企業の最高経営機関まで労働者側代表ｶぎ正規
の役員として参加していること、そしてこうした経
営参加・共同決定が法律できっちり規定されている
ことである。
ドイツ企業の最高経営機関は、周知のように、多
くの場合二重組織になっている。株式会社を例にと
ると、監査役会と取締役会の2階層である。株主総
会は監査役を選出し、監査役会力欝取締役を任命する。
法律上、監査役は最低3名、最高21名である。取締
役は1名以上あればいいことになっており、概ね日
本の常勤の取締役ぐらいの数で、取締役会といって
も日本でいえば常務会などに相当する。実質的には
日本と大きな違いはない。
企業レベルにおける労働者・労働組合の経営参加
の主たる機関であるのは、監査役会である。経営参
加の行われている監査役会の構成の仕方には、現在
主要なものとして3つの方法がある。概括的にいえ
今、 ドイツが注目されている。 EU統合は、確か
に当初期待されていたようには進展していないが、
加盟国の増加等もあり、着実に進んでいる。その経
済的中心となるべく予想されているフランクフルト
は、現在、高層ビルの建築ラッシュである。
東西ドイツ統一も、初期的段階が一段落し、実質
的に定着しつつある。 もとより異なった体制のもと
で築かれてきた価値観の相違などは依然として相当
強いし、その解消には長い時間のかかることが多く
の人に理解されつつある。 しかし、東西相互が蔑視
的偏見をもって反発しあうような雰囲気はかなり和
らいでいる。
日本との関連では、 日本のトヨタ生産方式を起源
とするリーン生産方式の取り組みに1991年以降ドイ
ツ全体で全力をあげていることが、何よりも注目さ
れる。 これも一時のような熱狂的な状況は薄れ、 ド
イツ的なシステムとして消化されつつある力罫、 日本
はじめアジアに対する関心の度合いは非常に高い。
この度、本学図書館に「ドイツ企業史コレクショ
ン」が設置される機会に、 まず、 ドイツ企業経営の
全般的特徴を概述し、 コレクションの概要を紹介さ
せていただく。
l.企業経営の特徴
ドイツの企業形態では、なんといっても株式会社
の数が、 日本とくらべて実に少ないことが特徴であ
る。 日本では会社企業（法人企業）が約230万社も
あり、株式会社はその約半数、 120万社ほどあるの
に対し、 ドイツでは株式合資会社を含めて3,000社
弱しかない。 日本の上場企業よりやや多いほどのも
のである。その代わり有限会社力:比較的多く、 55万
社ほどある。 日本の有限会社はほとんど力苛中小規模
企業であるが、 ドイツでは大企業でも有限会社であ
るものカゴけつこうある。有名な電機・自動車部品メ
ーカー、ボッシュ社はそうであるし、フォルクスワ
ーケン株式会社も、 1960年までは有限会社であった。
ドイツの企業形態で特徴的な第2点は、法律の枠
内である程度自由に任意の会社形態を作りうること
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